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会員に見てもらえるホームページとするためには、次のようなことを踏まえてホームページの記事掲載や運用を考えていく必要があります。
ホームページ開設のねらい（第一段階）
(1) 会員への会議･行事等の周知のための方法（お知らせ欄、年間予定等）

(2) 会員及び一般への間税会の事業活動の周知（活動報告記事）

(3) 会報の掲載により、常時、会報を閲覧可能（原則3年分）。

(4) 他の間税会のホームページを閲覧することによる情報収集

(5) 全間連、東京局間連のホームページの税情報への連絡(リンク)
(6) ホームページからの「税の標語」の応募

(7) 会員、一般からの消費税に関する意見の受信

(8) その他地元間連の記事の掲載など
ホームページの有効活用（第二段階･･･今後の課題として）

(1) 事務局と役員の連絡に「メール又はファックス」を使用することによる事務量の削減、経費の節減（役員名簿の登録が必要になります。）
(2) メールを使用することによるペーパーレス化

（文書データをそのまま再利用できることによる省力化）

(3) 会員管理（有料になります。）

　　　会員の入退会の整理、会費の請求と収納状況の管理、宛名ワッペン等の作成などにより、事務局の負担が大幅に軽減され、会員管理が明確になります。

(4) ホームページ上に会員企業を公開し、そのＵＲＬを掲載

(5) 企業広告の有料掲載

　また、広くネット化することで、業種を絞った企業選択の活用も考えられます。
全間連、局間連のホームページは、主として税に関する情報を各間税会が個々に提供することに代えて、一元的に提供することに適しています。実際にも、全間連のホームページはそのような事項を数多く掲載しています。

1 今後のホームページ充実のためのお願い

2  まず、活動報告等の記事を作成するためには、記事の情報と活動の写真が欠かせません。最近では、小型で性能のよいデジタルカメラが割安で販売されていますので、行事のたびに、ホームページに掲載することを意識して写真を撮っておくことです。
ここで肝心なことは、ホームページ操作担当者に記事や写真の収集まで押し付けないことです。記事や写真は広報担当に引き受けてもらいましょう。
3 局間連事務局に会報誌の掲載を依頼する会にあっては、発行後速やかに会報を局連事務局（佐野宛）へ送付して下さい。

このホームページ通信は、会長及び広報担当の方にも配付願います(sano@kanzeikai.jp)
